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Ｚ－66－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 60 － 

〔第一問〕 

問１ 

１つ目の案 

税務上の仕訳 

（Ａ社） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

未 収 金 10,000,000円 土 地 譲 渡 収 入 10,000,000円 

土 地 譲 渡 原 価 8,000,000円 土 地 8,000,000円 

寄 附 金 10,000,000円 未 収 金 10,000,000円 

寄附金の損金不算入 限度額を超える部分 そ の 他 流 出 限度額を超える部分 

（Ｂ社） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

土 地 10,000,000円 受 贈 益 10,000,000円 

   

   

   

 

（Ａ社） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 61 － 

（Ｂ社） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

２つ目の案 

税務上の仕訳 

（乙社） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

未 収 金 10,000,000円 土 地 譲 渡 収 入 10,000,000円 

土 地 譲 渡 原 価 8,000,000円 土 地 8,000,000円 

寄 附 金 10,000,000円 未 収 金 10,000,000円 

寄附金の損金不算入 限度額を超える部分 そ の 他 流 出 限度額を超える部分 

（Ａ社） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

未 収 金 10,000,000円 土 地 譲 渡 収 入 10,000,000円 

土 地 譲 渡 原 価 8,000,000円 土 地 8,000,000円 

寄 附 金 10,000,000円 未 収 金 10,000,000円 

寄附金の損金不算入 限度額を超える部分 そ の 他 流 出 限度額を超える部分 

（Ｂ社） 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

土 地 10,000,000円 受 贈 益 10,000,000円 

   

   

   



 

 

受 験 番 号      

－ 62 － 

 

（乙社） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｂ社） 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

 

 

 

 

 

 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

及び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 63 － 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

Ｚ－66－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

－ 64 － 

〔第二問〕 

 

 法人名  甲 株式会社                                表 １  

平成 28 年４月 １日 

事業年度分の法人税額の計算 

平成 29 年３月 31 日 

（単位：円） 

区 分 金 額 計 算 過 程 

所 得 金 額 234,319,000  

同
上
の
内
訳 

① 8,000,000
 

 

 

 

 

〔留保金課税〕 

期末資本金の額が１億円以下であり、資本金５億円

以上の法人に完全支配されていないため、特定同族会

社に該当せず、留保金課税の適用なし ★ 

 

② 226,319,000

税 
 

 

額 

 

①  × 15％ 

 

1,200,000

 

②  × 24％ 

 

52,958,646

 

法 人 税 額 

 

 

54,158,646

 

  

 

差 引 法 人 税 額 

 

 

54,158,646

 

 

 

 

留 
保 
金 

 

課 税 留 保 金 額 

 
 

同 上 に 対 す る 税 額 

 
 

法 人 税 額 計 

 

54,158,646

 

控 除 所 得 税 額 

 

★   1,304,88

8

 

 

 

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 

 

52,853,700  

 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 

 

★  14,300,00

0

 

 

 

完了★ 

 

差 引 確 定 法 人 税 額 

 

38,553,700

 



 

受 験 番 号      

－ 65 － 

 表 ２  

（計算過程は別紙に記入すること） 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                       （単位：円） 

区      分 総  額 左のうち社外流出 

当期利益又は当期欠損の額 126,312,000 ★     20,000,000

加 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

保 証 金 収 入 計 上 も れ ★       100,000

売 上 原 価 計 上 も れ 否 認 ★      1,472,000

損 金 経 理 納 税 充 当 金 ★    54,000,000

損 金 経 理 附 帯 税 等        253,300 ★      253,300

損 金 経 理 法 人 税 ★     14,300,000

損 金 経 理 地 方 法 人 税 ★       715,000

損 金 経 理 住 民 税 ★      2,145,000

損 金 経 理 過 怠 税          93,600 ★         93,600

繰 延 消 費 税 額 等 損 金 不 算 入 額 ★      1,296,000

役 員 給 与 損 金 不 算 入 額       40,000,000 ★     40,000,000

Ｐ 土 地 超 過 額 ★      2,006,250

減 価 償 却 超 過 額

（Ｄ 建 物） ★       982,825

（Ｑ建物既存分） ★      163,500

（Ｅ・Ｒ機械装置） ★       355,900

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 ★         34,842

Ｖ 株 式 計 上 も れ ★     3,000,000

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額       6,476,950 ★      6,476,950

 

 

 

 

 

 

 

小       計 127,395,167 46,823,850



 

受 験 番 号      

－ 66 － 

 表 ２  

（計算過程は別紙に記入すること） 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                       （単位：円） 

区   分 総  額 左のうち社外流出 

減 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

Ａ 土 地 計 上 も れ 認 容 ★      5,750,000

繰 延 消 費 税 額 等 認 容 ★       160,000

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 ★      348,200

一 括 償 却 資 産 損 金 算 入 限 度 超 過 額 認 容 ★    1,125,000

売 上 計 上 も れ 認 容 ★     2,484,000

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 ★      5,686,200

Ｕ 受 益 権 過 大 計 上 ★         30,000

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額       5,046,051 ★     5,046,051

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 認 容 ★         63,333

 

 

 

 

 

 

 

小      計 20,692,784 ※      5,046,051

仮       計 233,014,383
※△     5,046,051

66,823,850

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 

法人税額から控除される所得税額       1,304,888 ★     1,304,888

税額控除の対象となる外国法人税の額 

合  計・差 引 計 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

総        計 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

所得金額又は欠損金額 234,319,271
※△     5,046,051

68,128,738

 



 

受 験 番 号      

－ 67 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その１）                      （単位：円） 

〔利益積立金額に関する事項〕 

１．保証金収入計上もれ 

1,000,000×(20％－10％)＝100,000 円 

２．繰延消費税額等（前期分） 

⑴ 損金算入限度額 

720,000÷(１－
12

60
×

１

２
)×

12

60
＝160,000 円 

⑵ 損金算入限度超過額 

  0－⑴＝△160,000 

160,000 円＜720,000 円  ∴ 160,000 円認容 

３．前期一括償却資産 

⑴ 損金算入限度額 

   2,250,000÷（1－
12

36
）×

12

36
＝1,125,000 円 

⑵ 損金算入限度超過額 

   0－⑴＝△1,125,000 

   1,125,000 円＜2,250,000 円  ∴ 1,125,000 円 

 

 

〔租税公課に関する事項〕 

１．納税充当金支出事業税等 

33,452,500－（24,120,200－56,200）－（927,700－2,100）－（2,783,100－6,400）＝5,686,200 円 

２．損金経理附帯税等 

56,200＋2,100＋6,400＋13,100＋175,500＝253,300 円 

３．損金経理法人税 

14,300,000＋197,800＝14,497,800 円 

４．損金経理地方法人税 

715,000＋8,700＝723,700 円 

５．損金経理住民税 

2,145,000＋32,200＝2,177,200 円 

６．繰延消費税額等（当期分） 

⑴ 損金算入限度額 

1,440,000×
12

60
×

１

２
＝144,000 円 

⑵ 損金不算入額 

1,440,000－⑴＝1,296,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 68 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その２）                      （単位：円） 

〔株主構成及び給与に関する事項〕 

１．同族会社の判定 

⑴ Ｆグループ 

25,000＋15,000＋5,000＋4,000＋2,000＝51,000株  
51,000

100,000－1,000
＝51.5…％ 

⑵ Ｇグループ 

17,500株  
17,500

100,000－1,000
＝17.6…％ 

⑶ Ｉグループ 

15,000株  
15,000

100,000－1,000
＝15.1…％ 

⑷ 判 定…★ 

⑴＋⑵＋⑶＝84.3…％＞50％  ∴ 同族会社 

２．役員等の判定…★ 

 50％超 10％超 ５％超 判  定 

Ｋ ○ ○ × 使用人兼務役員

Ｌ ○ ○ × 使用人兼務役員

Ｏ（経営従事） ○ ○ ○ み な し 役 員

∴ Ｎは、使用人以外の者で経営に従事しているため、みなし役員 

３．役員給与 

⑴ 損金不算入給与 

Ｎ 5,000,000 円 

Ｏ 4,000,000＋6,000,000＝10,000,000 円 

合計 15,000,000 円 ★ 

⑵ 過大役員給与 

① 実質基準 

取締役（Ｇ） (15,000,000＋7,000,000)－20,000,000＝2,000,000円 ★ 

② 形式基準 

(イ) 取締役 

{(99,000,000＋36,000,000)－※111,000,000－※210,000,000－5,000,000－8,400,000 

－4,000,000－7,200,000}－64,400,000＝25,000,000円   

※１ 7,200,000＋4,000,000＝11,200,000円＞11,000,000円  ∴ 11,000,000円 

※２ 6,000,000＋4,000,000＝10,000,000円＜11,000,000円  ∴ 10,000,000円 

(ロ) 監査役 

9,600,000－10,000,000＜0  ∴ 0  

(ハ) (イ)＋(ロ)＝25,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 25,000,000円 

⑶ ⑴＋⑵＝40,000,000円 



 

受 験 番 号      

－ 69 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その３）                      （単位：円） 

〔固定資産の交換に関する事項〕 

⑴ 判定 

80,000,000－70,000,000＝10,000,000≦70,000,000×20％＝14,000,000 円  ∴ 適用あり ★ 

⑵ 譲渡経費 

  5,400,000 円 

⑶ 圧縮限度額 

70,000,000－（62,000,000＋5,750,000＋⑵）×
70,000,000

70,000,000＋10,000,000
＝5,993,750 円 

⑷ 圧縮超過額 

 （70,000,000－62,000,000）－⑶＝2,006,250 円 

〔減価償却等に関する事項〕 

１．Ｄ建物 

⑴ 耐用年数 

 ① 判定 60,000,000×50％＝30,000,000 円≧1,300,000 円  ∴ 簡便法  

  ② 耐用年数 

   （38 年－８年）＋８年×20％＝31.6 年 → 31 年★（１年未満切捨） 

⑵ 償却限度額 

（60,000,000＋1,300,000）×0.033×
９

12
＝1,517,175 円 

⑶ 償却超過額 

（1,200,000＋1,300,000）－⑵＝982,825 円 

２．Ｑ建物（既存分） 

⑴ 償却限度額 

 (95,000,000－50,000,000）×0.9×0.033＝1,336,500 円 

⑵ 償却超過額 (2,000,000－500,000）－⑴＝163,500 円 

３．Ｑ建物（増築分） 

⑴ 償却限度額 

  50,000,000×0.033×
６

12
＝825,000 円 

⑵ 償却超過額  500,000－⑴＝△325,000（切捨）★ 

４．Ｅ・Ｒ機械装置 

⑴ 償却限度額 

  ① Ｅ 1,500,000×0.222＝333,000円≧1,500,000×0.07126＝106,890円   

∴ 333,000×
６

12
＝166,500円 

  ② Ｒ 800,000×0.222＝177,600円≧1,400,000×0.07126＝99,764円  ∴ 177,600円 

  ③ ①＋②＝344,100円 

⑵ 償却超過額 (600,000＋100,000)－344,100＝355,900円 

５．事務机、冷蔵後 

⑴ 単価判定 288,000 円、199,000 円＜300,000 円 

⑵ 総額判定 

1,728,000＋1,194,000＝2,922,000 円円≦3,000,000×
12

12
＝3,000,000 円∴2,922,000 円（損金算入）★ 



 

受 験 番 号      

－ 70 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その４）                    （単位：円） 

〔減価償却等に関する事項〕 

 

〔会館建設負担金に関する事項〕 

⑴ 償却期間 

  50 年×
７

10
＝35 年（１年未満切捨）＞10 年  ∴ 10 年 ★  

⑵ 償却限度額 

400,000×
12

10×12
＋400,000×

９

10×12
＝63,333 円 ★ 

⑶ 償却超過額 

0－⑵＝△63,333 

  63,333 円＜2,380,000 円※  ∴ 63,333 円(認容) 

   ※ 前期償却超過額 

    ① 償却限度額 

400,000×
６

10×12
＝20,000 円 

② 償却超過額 

2,400,000－①＝2,380,000 円  

 



 

受 験 番 号      

－ 71 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その５）                      （単位：円） 

〔貸倒引当金に関する事項〕 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

45,600,000＋27,100,000＋30,000,000＋1,800,000＋210,000＋120,000＝104,830,000円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 

(980,000＋925,000)×
12

36
 

(93,603,000＋91,726,000＋86,720,000)÷３
＝0.00700… → 0.0071★（小数点以下３位未満切上） 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

① 原則法 

Ｔ 社  4,200,000円＞3,000,000円  ∴ 3,000,000円 ★ 

② 簡便法 

104,830,000×※0.028＝2,935,240円 

※ 
3,400,000＋3,000,000

120,800,000＋104,830,000
＝0.0283… → 0.028 

③ ①＞② ∴ 2,935,240円 

⑷ 繰入限度額 

① 104,830,000×0.0071＝744,293円 

② (104,830,000－2,935,240)×
８

1,000
＝815,158円 

③ ①＜②  ∴ 815,158円 

⑸ 繰入超過額 

(700,000＋150,000)－815,158＝34,842円 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 72 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その６）                      （単位：円） 

〔有価証券に関する事項〕 

１．みなし配当 

 （500×２株－400）×5,000 株＝3,000,000 円 ★ 

２．Ｖ株式 

⑴ 会社計上の簿価 

530×5,000株＝2,650,000円 

⑵ 税務上の簿価 

 2,650,000＋3,000,000＝5,650,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝3,000,000円 

 

  

〔受取配当等に関する事項〕 

⑴ みなし配当 

  3,000,000 円 

⑵ 配当等の額 

 ① 関連法人株式等 3,500,000 円 

 ② その他株式等 3,000,000 円 

 ③ 非支配目的株式等 512,000－30,000＝482,000 円 

⑶ 控除負債利子 

 ① 当期支払負債利子 

13,540,000－688,000＋1,008,000＝13,860,000円 ★ 

② 総資産簿価 

4,756,854,214＋700,000＋4,876,225,764＋(700,000＋150,000)＝9,634,629,978円 ★ 

③ 関連法人株式等の簿価 

35,000,000円 

④ 原則法 

①×
③

②
 ＝50,349円 

⑷ 益金不算入額 

(3,500,000－50,349)＋3,000,000×50％＋482,000×20％＝5,046,051円 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 73 － 

 別 紙  

所得の金額の計算に関する計算過程（その７）                      （単位：円） 

〔所得税額控除に関する事項〕 

⑴ 株式・出資グループ（
11

12
＞

１

２
  ∴ 個別法） 

714,700×
11

12
（0.917）＝655,379 円 

⑵ 受益証券グループ（
２

12
＜

１

２
  ∴ 簡便法） 

73,818××

０＋(１－０)×
１

２
 

１
 (0.500)＝36,909 円 

⑶ その他グループ 

3,000,000×20.42％＝612,600 円 

⑷ ⑴＋⑵＋⑶＝1,304,888 円 

 

 

 

〔交際費等に関する事項〕 

⑴ 支出交際費等の額 

① 接待飲食費 

55,900＋7,682,140＝7,738,040円 

② ①以外 

43,800＋14,901,250－7,682,140－77,000－432,000－15,000＝6,738,910円 ★ 

③ 合 計 

①＋②＝14,476,950円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額  

7,738,040×50％＝3,869,020円 ★ 

② 定額控除限度額 

14,476,950円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝6,476,950 円 

 

 

 

 



Ｚ－66－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 74 － 

〔第一問〕 

問１ 

引き継げない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引継げる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 75 － 

問２ 

Ｅ社 

税務上の仕訳 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

未 収 金 10,000,000円 土 地 譲 渡 収 入 10,000,000円 

土 地 譲 渡 原 価 8,000,000円 土 地 8,000,000円 

寄 附 金 10,000,000円 未 収 金 10,000,000円 

寄附金の損金不算入 限度額を超える部分 そ の 他 流 出 限度額を超える部分 

 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 76 － 

Ｆ社 

税務上の仕訳 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

未 収 金 10,000,000円 土 地 譲 渡 収 入 10,000,000円 

土 地 譲 渡 原 価 8,000,000円 土 地 8,000,000円 

寄 附 金 10,000,000円 未 収 金 10,000,000円 

寄附金の損金不算入 限度額を超える部分 そ の 他 流 出 限度額を超える部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 77 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

Ｚ－66－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第二問〕答案用紙 

受 験 番 号      

－ 78 － 

〔第二問〕 

 

   別表一（一）

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成28年４月１日
 

平成29年３月31日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 
 

区 分 金 額 

所 得 金 額  206,676,000円

法 人 税 額 （ 同 上 × 2 3 . 4 ％ ）  48,362,184 

   

   

   

   

差 引 法 人 税 額 
 

48,362,184 
 

   

   

   

   

法 人 税 額 計 
 

48,362,184 
 

   

   

控 除 所 得 税 額  ★    1,026,124 

   

控 除 外 国 税 額  17,585,298 

   

   

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 
 

29,750,700 
 

   

中 間 申 告 分 法 人 税 額  ★   25,992,000 

   

納 付 す べ き 法 人 税 額  3,758,700 

 



 

受 験 番 号      

－ 79 － 

 

 別表四 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                    (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 256,196,000 

加 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

損 金 経 理 法 人 税

損 金 経 理 地 方 法 人 税

損 金 経 理 住 民 税

損 金 経 理 納 税 充 当 金

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

減 価 償 却 超 過 額

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

（機 械 装 置 Ｉ）

（電 子 計 算 機）

外 国 源 泉 税 等 の 損 金 不 算 入 額

損 金 経 理 附 帯 税 等

未 払 事 業 所 税 否 認

前 期 仮 払 交 際 費 消 却 否 認

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

前 期 仮 払 寄 附 金 消 却 否 認

未 払 寄 附 金 否 認

 

★    25,992,000 

★    1,287,000 

★    3,856,000 

★    66,417,000 

★     1,000,000 

 

★     1,157,900 

★       847,930 

 

★       662,800 

★       390,414 

★       547,030 

   1 

★        70,000 

★        10,300 

   585,000 

★     1,300,000 

★     5,479,600 

★       400,000 

★       200,000 

 

小          計 110,202,975 
 



 

受 験 番 号      

－ 80 － 

 

 別表四 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                    (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

算 

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等

圧 縮 積 立 金 認 定 損

（工 場 用 建 物）

（機 械 装 置 Ｈ）

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

外 国 子 会 社 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

繰 延 消 費 税 額 等 認 容

未 払 交 際 費 認 定 損

売 上 割 戻 し 預 り 金 否 認 額 認 容

仮 払 寄 附 金 認 定 損

 

★   20,459,000 

 

   160,000,000 

★    5,000,000 

★    1,658,160 

★      665,000 

★      288,000 

   140,400 

★      358,000 

★      800,000 

 

小          計 189,368,560 

仮            計 177,030,415 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 379,873 

法人税額から控除される所得税額 ★    1,026,124 

税 額 控 除 の 対 象 と し た 外 国 税 額 ★   28,240,000 

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計 206,676,412 

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 206,676,412 

 



 

受 験 番 号      

－ 81 － 

 

 別表五（一）Ⅰ及びⅡ 

利益積立金額の計算に関する明細書（その１）                (単位：円) 

区    分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
利 益 積 立 金 額 減 増 

利 益 準 備 金 12,500,000
 

別 途 積 立 金 150,000,000 20,000,000  ★  130,000,000

資 本 金 等 の 額 20,000,000 20,000,000

圧縮積立金（工場用建 160,000,000 160,000,000

圧縮積立金認定損（工場 △160,000,000 ★ △160,000,000

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 （ 工 1,157,900 1,157,900

圧縮積立金（機械装置 5,000,000 5,000,000

圧縮積立金認定損（機械 △5,000,000 △5,000,000

圧縮積立金積立超過額（機械 847,930 847,930

工 場 用 建 物 662,800 662,800

機 械 装 置 Ｈ 390,414 390,414

機 械 装 置 Ｉ 547,030 547,030

電 子 計 算 機 1 ★       1

繰 延 消 費 税 額 等 1,296,000 288,000  1,008,000

未 払 事 業 所 税 585,000 ★    585,000

仮 払 金 （ 交 際 費 ） △1,300,000 △1,300,000  0

未 払 金 （ 交 際 費 ） △140,400 ★   △140,400

売 上 割 戻 し 預 り 金 358,000 358,000  0

仮 払 金 （ 寄 附 金 ） △400,000 △400,000 △800,000 △800,000

未 払 金 （ 寄 附 金 ） 200,000 200,000

  

  

  

  



 

受 験 番 号      

－ 82 － 

 別表五（一）Ⅰ及びⅡ 

利益積立金額の計算に関する明細書（その２）                   (単位：円) 

区    分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差 引 翌 期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 減 増 

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

繰 越 損 益 金 297,757,000 297,757,000 368,953,000 368,953,000

納 税 充 当 金 97,913,000 97,913,000 ★ 66,417,000

未
納
法
人
税
等 

未 納 法 人 税 

及 び 地 方 法 人 税 
△67,626,000 △94,905,000

中間 ★△

確定  

未 納 住 民 税 △9,828,000 △13,684,000

中間 △3,856,000 

確定  

差 引 合 計 額  

 

資本金等の額の計算に関する明細書                          (単位：円) 

区    分 
期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
資 本 金 等 の 額 減 増 

資 本 金 又 は 出 資 金 200,000,000 20,000,000 220,000,000

資 本 準 備 金 100,000,000  100,000,000

利 益 積 立 金 額 △20,000,000 
★  △

20,000,000

差 引 合 計 額 300,000,000 0 300,000,000
     

 



 

受 験 番 号      

－ 83 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

［株主の状況に関する事項］ 

１．持株割合 

⑴ Ａグループ 

600＋200＋100＝900株 
900

4,000－150
＝23.3…％ 

⑵ Ｅグループ 

300株 
300

4,000－150
＝7.7…％ 

⑶ Ｆグループ 

200＋70＝270株 
270

4,000－150
＝7.0…％ 

⑷ 合 計 

⑴＋⑵＋⑶＝38.1…％ 

２．議決権割合 

⑴ Ａグループ 

600＋200＋100＝900個 
900

1,250
＝72％ 

⑵ Ｆグループ 

200＋70＝270個 
270

1,250
＝21.6％ 

⑶ Ｄグループ 

80個 
80

1,250
＝6.4％ 

⑷ 合 計 

⑴＋⑵＋⑶＝100％ 

３．判 定…★ 

⑴ 38.1…％＜100％  ∴ 100％ 

⑵ 100％＞50％  ∴ 同族会社 

４．使用人兼務役員の判定…★ 

 50％超 10％超 ５％超 判 定 

Ｃ ○ ○ ○ 役 員

Ｇ × － － 使用人兼務役

員 

５．役員給与の損金不算入（定期同額給与等以外） 

  1,000,000円 



 

受 験 番 号      

－ 84 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

［保険金に関する事項］ 

⑴ 滅失経費 

① 建 物 

 (960,000＋192,000)×
216,000,000

216,000,000＋14,400,000
＋1,600,000＝2,680,000円 ★ 

② 機 械 

 (960,000＋192,000)×
14,400,000

216,000,000＋14,400,000
＝72,000円 

⑵ 差引保険金 

① 建 物 

  216,000,000－2,680,000＝213,320,000円 

② 機 械 

 14,400,000－72,000＝14,328,000円 

⑶ 保険差益金  

① 建 物 

 213,320,000－53,920,000＝159,400,000円  

② 機 械 

 14,328,000－9,286,400＝5,041,600円  

⑷ 圧縮限度額 

① 建 物 

 159,400,000×
※213,320,000

 213,320,000
＝159,400,000円 

※ 216,000,000円＞213,320,000円  ∴ 213,320,000円 

159,400,000×
215,244,000

216,000,000
＝158,842,100円 

② 機 械 

 5,041,600×
※12,000,000

 14,328,000
＝4,222,445円  

※ 12,000,000円＜14,328,000円  ∴ 12,000,000円 

4,222,445×
11,800,000

12,000,000
＝4,152,070円 ★ 

⑸ 圧縮超過額 

① 建 物 

 160,000,000－158,842,100＝1,157,900円 

② 機 械 

 5,000,000－4,152,070＝847,930円 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 85 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

［減価償却に関する事項］ 

１．工場用建物 

 ⑴ 償却限度額 

   (216,000,000－158,842,100×
216,000,000

215,244,000
)×0.042 ＝2,377,200円 

 ⑵ 償却超過額 

   3,040,000－⑴＝662,800円 

２．機械装置Ｈ 

 ⑴ 償却限度額 

   (11,800,000－4,152,070)×0.200＝1,529,586円＞(12,000,000－4,152,070×
12,000,000

11,800,000
)×0.06552＝

509,585円 

   ∴ 1,529,586円 

 ⑵ 償却超過額 

   1,920,000－⑴＝390,414円 

３．機械装置Ｉ 

 ⑴ 償却限度額 

   384,000＋(800,000－160,000)＝1,024,000円＞{9,600,000＋(800,000－160,000)}×５％＝512,000円 

   ∴ 384,000×0.206＋(800,000－160,000)×0.206×
10

12
＝188,970円 

 ⑵ 償却超過額 

   96,000＋(800,000－160,000)－⑴＝547,030円 

４．電子計算機 

 ⑴ 償却限度額 

   287,500×0.500＝143,750円＜1,200,000×0.12499＝149,988円  ∴ 287,500×1.000－１＝287,499

円  

 ⑵ 償却超過額 

   287,500－⑴＝１円 

 



 

受 験 番 号      

－ 86 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その４） 

［受取配当金等］ 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  20,000,000－320,000,000×５％＝4,000,000円 ★ 

⑵ 有価証券 

 ① 会社計上の簿価 

0 

② 税務上の簿価 

12,000,000－12,000,000×1.000＝０ 

③ ①＝②  ∴ 適正 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   4,000,000円 

⑵ 配当等の額 

① 関連法人株式等 

    1,000,000円 

② 非支配目的株式等 

    4,000,000＋200,000＝4,200,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

① 当期支払負債利子 

3,795,000＋1,840,000＋2,875,000＝8,510,000円 

② 原則法 

  181,840円 

③ 簡便法 

8,510,000×※0.022＝187,220円 ★ 

※ 
169,760＋181,840

7,069,000＋8,510,000
＝0.0225… → 0.022  

⑷ 益金不算入額 

① 原則法 

    (1,000,000－181,840)＋4,200,000×20％＝1,658,160円 

② 簡便法 

 (1,000,000－187,220)＋4,200,000×20％＝1,652,780円 

  ③ ①＞②  ∴ 1,658,160円 

３．外国子会社配当等 

⑴ 配当等の額 

700,000円 

⑵ 費用の額 

700,000×５％＝35,000円 

⑶ 益金不算入額 

700,000－35,000＝665,000円 

 



 

受 験 番 号      

－ 87 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その５） 

［所得税額］ 

⑴ 株式出資（
７

12
＞

１

２
  ∴ 個別法有利） 

30,630×
７

12
(0.584)＋153,150＝171,037円 

⑵ 受益権（
１

12
＜

１

２
  ∴ 簡便法有利） 

45,945×

０＋(１－０)×
１

２
 

１
(0.500)＝22,972 円 

⑶ その他 

4,000,000×20.42％＋15,315＝832,115 円 

⑷ 合 計 

⑴＋⑵＋⑶＝1,026,124円 

［控除対象外国法人税額］ 

⑴ 控除対象外国法人税額 

① Ｏ国 

(イ) 18,560,000円 

(ロ) 46,400,000×35％＝16,240,000円  

(ハ)  (イ)＞(ロ)  ∴ 16,240,000円 ★ 

② Ｃ国 

12,070,000円 

③ 合 計 

①＋②＝28,310,000円 

⑵ 控除限度額（算式★） 

48,362,184×
※75,151,000

 206,676,412
＝17,585,298円 

※① 700,000－665,000＋(112,000,000－36,884,000)＝75,151,000円 

② 206,676,412×90％＝186,008,770円 

③ ①＜②  ∴ 75,151,000円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 17,585,298円 

［租税公課］ 

１．当期発生控除対象外消費税額等 

 判定（判定★） 

① 資産に係る控除対象外消費税額等 課税売上割合80％以上で損金経理しているため損金算入 

② 経費に係るもの    ∴ 交際費等に係るもの以外は損金算入 

２．前期発生繰延消費税額等 

⑴ 損金算入限度額 

1,296,000÷（１－
12

60
×

１

２
）×

12

60
＝288,000円 

⑵ 損金算入限度超過額 

0－⑵＝△288,000 

  288,000円＜1,296,000円  ∴ 288,000円認容 

 

 



 

受 験 番 号      

－ 88 － 

所得の金額の計算に関する計算過程（その６） 

［交際費等］ 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

(249,600－46,800)＋5,396,500＝5,599,300円 

※ 
249,600－46,800

12
＝16,900円★＞5,000円  ∴ 接待飲食費 

② ①以外 

46,800＋(5,148,000－1,300,000)＋(7,176,000－5,396,500)＋1,450,000＋(398,000＋358,000)＝

7,880,300円 

③ 合 計 

①＋②＝13,479,600円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

5,599,300×50％＝2,786,719円 ★ 

② 定額控除限度額  

13,479,600円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝5,479,600円 

［寄附金］ 

 ⑴ 支出寄附金（区分★） 

① 指定寄附金等 600,000円 

② 特定公益増進法人等 300,000円 

③ 一般寄附金 590,000＋300,000＋800,000＝1,690,000円 

④ 合 計 

①＋②＋③＝2,590,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額（算式★） 

(イ) 資本基準額 

300,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝750,000円 

(ロ) 所得基準額 

(177,030,415＋2,590,000)×
2.5

100
＝4,490,510円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝1,310,127円 

② 特別損金算入限度額（算式★） 

(イ) 資本基準額 

300,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝1,125,000円 

(ロ) 所得基準額 

(177,030,415＋2,590,000)×
6.25

100
＝11,226,275円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝6,175,637円 

⑶ 損金不算入額（算式★） 

 



Ｚ－66－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 89 － 

〔第一問〕 

問１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 90 － 

問２ 

 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 91 － 

問３ 

⑴について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 92 － 

 

受験番号  

 

〔第二問〕 

   表 １ 

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成2 8年４月１日
 

平成2 9年３月3 1日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 

区           分 金     額 計     算     過     程 

所 得 金 額 185,796,000円

法 人 税 額 43,476,264 [法人税額の計算](算式★) 

 10,048,706 資本金の額が１億円以下であるが、大法人による完全支配関係あ 

るため、軽減税率の適用なし 

中小企業者等の機械等の特別控除額 87,500 185,796,000×23.4％＝43,476,264円 

   

  [中小企業者等の機械等の特別控除額] 

⑴ 税額控除限度額 

(25,000×48＋50,000)×７％＝87,500円 

⑵ 税額基準額 

43,476,264×20％＝8,695,2520円 

⑶ ⑴ ＜ ⑵  ∴ 87,500円 

  

差 引 法 人 税 額 33,340,058 

  

  

課 税 留 保 金 額 63,665,000 

同 上 に 対 す る 法 人 税 額 8,049,750  

    

法 人 税 額 計 41,389,808  

   

控 除 所 得 税 額 ★ 523,262  

   

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 40,866,500  

    

納 付 す べ き 法 人 税 額 40,866,500 



 

－ 93 － 

 

受験番号  

 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                                (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額 182,000,000 

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

損 金 経 理 住 民 税

外 国 源 泉 税 等 の 損 金 不 算 入 額

減 価 償 却 超 過 額

（機 械 装 置）

（工 場 用 建 物）

（事 務 所 建 物）

（電 子 計 算 機）

Ｇ 社 貸 倒 引 当 金 否 認

一 括 貸 倒 引 当 金 否 認

Ｋ 製 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額

先 物 利 益 計 上 も れ

商 品 Ｌ 評 価 益 計 上 も れ

利 息 費 用 否 認

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

★      200,000 

★      100,000 

 

★    23,104,167 

★     2,916,666 

★      719,520 

★        44,792 

★     1,920,000 

★      2,792,000 

★      3,840,000 

★       800,000 

★        36,030 

★       252,300 

★     2,735,650 

小          計 39,461,125 
 



 

－ 94 － 

 

受験番号  

 

 

 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                                (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

外 国 子 会 社 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額

法 人 税 等 還 付 金 等 の 益 金 不 算 入 額

所 得 税 額 等 還 付 金 等 の 益 金 不 算 入 額

Ｇ 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容

Ｉ 製 品 評 価 損 損 金 不 算 入 額 認 容

商 品 Ｌ 過 大 計 上

未 払 交 際 費 認 定 損

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 認 容

（警備装置設置費用）

★    2,000,000 

★     950,000 

★   25,000,000 

★    7,432,400 

★     9,771,775 

★      600,000 

 ★     814,240 

★      128,000 

★       52,000 

★       55,000 

 

★      160,000 

小          計 46,963,415 

仮            計 174,497,710 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 ★   27,264,350 

法人税額から控除される所得税額      523,262 

  

合 計 202,285,322 

  

差 引 計 202,285,322 

欠 損 金 の 当 期 控 除 額 ★  △16,489,088 

総 計 185,796,234 

  

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 185,796,234 

 



 

－ 95 － 

 

受験番号  

 

  

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

［グループ間取引］ 

１．受取配当等の益金不算入（Ｃ株式会社からの剰余金の配当） 

1,591,600÷（１－0.2042）＝2,000,000円 

２．外国子会社配当等の益金不算入 

⑴ 配当等の額 

900,000＋100,000＝1,000,000円 

⑵ 費用の額 

1,000,000×５％＝50,000円 

⑶ 益金不算入額 

1,000,000－50,000＝950,000円 

３．Ｂ社からの機械装置の無償取得 

⑴ 受贈益の益金不算入 

25,000,000円 

⑵ 償却限度額 

25,000,000×0.091×
10

12
＝1,895,833円 

⑶ 償却超過額 

25,000,000－1,895,833＝23,104,167円 

４．Ａ社への土地の譲渡（寄附金の損金不算入） 

70,000,000－42,735,650＝27,264,350円 

 

［還付金］ 

１．法人税等還付金等の益金不算入額 

6,157,800＋270,900＋1,003,700＝7,432,400円 

２．所得税額等還付金等の益金不算入額 

⑴ 所得税額等 

  37,368円 

⑵ 欠損金の繰戻しによる還付金 

(12,315,700＋45,791)×
※61,098,752

77,587,840
＝9,734,407円 ★ 

※ 61,098,752円＜77,587,840円  ∴ 61,098,752円 

⑶ ⑴＋⑵＝9,771,775円 

 

 



 

－ 96 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

［貸倒引当金・前期］ 

１．個別評価金銭債権(Ｇ社) 

⑴ 繰入限度額 

1,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

1,600,000－1,000,000＝600,000円 

２．一括評価金銭債権 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

161,200,000－5,200,000＋29,100,000＋36,500,000－6,500,000＋720,000＋3,400,000＝219,220,000

円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 

(1,536,000＋3,250,000)×
12

36
 

(204,800,000＋235,520,000＋221,440,000)÷３
＝0.00723… → 0.0073 ★ 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

① 原則法 

Ｈ 社  4,500,000円＞4,000,000円  ∴ 4,000,000円  

② 簡便法 

219,220,000×※0.077＝16,879,940円 

※ 0.007732… → 0.077 

③ ①＜② ∴ 4,000,000円 ★ 

⑷ 繰入限度額 

① 219,220,000×0.0073＝1,600,306円 

② (219,220,000－4,000,000)×
８

1,000
＝1,721,760円 

③ ①＜②  ∴ 1,721,760円 

⑸ 繰入超過額 

2,536,000－1,721,760＝814,240円 

 

 

 



 

－ 97 － 

 

受験番号  

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

［貸倒引当金・当期］ 

１．Ｇ社貸倒引当金繰入超過額認容 

600,000円 

２．一括貸倒引当金繰入超過額認容 

814,240円 

３．Ｇ社貸倒引当金否認 

当期末において、資本金５億円以上の法人に完全支配されているため、適用なし 

1,600,000＋320,000＝1,920,000円 

４．一括貸倒引当金否認 

当期末において、資本金５億円以上の法人に完全支配されているため、適用なし 

2,536,000＋256,000＝2,792,000円 

 



 

－ 98 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その４） 

［棚卸資産］ 

１．Ｉ製品    

 ⑴ 判定 

  Ｉ製品は、倉庫における湿度管理を誤ったため製品の一部が錆びてしまったことにより、通常の方法

によって販売することができないことから、棚卸資産の評価損の計上が認められる特別の事実に該当す

る。★ 

 ⑵ 損金算入限度額 

 （4,096,000＋384,000）－2,304,000＝2,176,000円 

 ⑶ 損金不算入額 

   2,048,000－⑵＝△128,000 

   128,000円＜384,000円  ∴ 128,000円（認容） 

２．Ｊ製品 

 ⑴ 判定 

Ｊ製品については、同一用途の後継機の発売により、今後大幅な値引き等を行わない限り販売するこ

とができないため、棚卸資産の評価損の計上が認められる著しい陳腐化の事実に該当する。★ 

 ⑵ 損金算入限度額 

 3,840,000－1,304,000＝2,536,000円 

 ⑶ 損金不算入額 

   2,536,000－⑵＝0 

３．Ｋ製品 

 ⑴ 判定 

Ｋ製品については、単に需要見込みを誤った結果過剰生産となったもので、棚卸資産の評価損の計上

が認められる事実には該当しない。 

 ⑵ 損金不算入額 

   3,840,000円 

 

［先物取引］ 

１．長期国債先物・先物利益計上もれ 

(99－97)×40,000,000×
１

100
＝800,000円 

２．商品Ｌ期末簿価（短期売買商品） 

⑴ 会社計上簿価 

6,912,000 円 

⑵ 税務上簿価 

3,430×2,000＝6,860,000 円 

⑶ 過大計上 

⑴－⑵＝52,000 円 

３．商品Ｌ評価損益（短期売買商品） 

⑴ 会社計上評価益 

400,000 円 

⑵ 税務上評価益 



 

－ 99 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その５） 

［減価償却に関する事項］ 

１．工場用建物 

 ⑴ 償却限度額 

  70,000,000×0.050×
10

12
 ＝2,916,666円 

 ⑵ 償却超過額 

   3,488,000－⑴＝571,334円 

２．事務所建物 

 ⑴ 償却限度額 

  960,000×0.334×
９

12
＝240,480円 

 ⑵ 償却超過額 

   960,000－⑴＝719,520円 

３．電子計算機 

⑴ 判 定 

中途解約はできず、営業車両の使用に伴って生ずる費用は実質的に甲社が負担  ∴ 税務上のリー

ス取引、 

リース期間の終了後はリース会社に返還  ∴ 所有権移転外リース取引 ★ 

⑵ 償却限度額 

(25,000×48＋50,000)×
５

４×12
＝130,208円 

⑶ 償却超過額 

(125,000＋50,000)－⑵＝44,792円 

 

 



 

－ 100 － 

 

受験番号  

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その６） 

［交際費等］ 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

2,945,700＋55,000＝3,000,700円 

※イ 
51,000

25
＝2,040円≦5,000円  ∴ 損金算入 

 ロ 
48,000－8,000

８
＝5,000円★≦5,000円  ∴ 損金算入 

 ハ 
55,000

10
＝5,500円＞5,000円  ∴ 接待飲食費 

② ①以外 

4,272,000－51,000－(48,000－8,000)－2,945,700＝1,235,300円 ★ 

③ 合 計 

①＋②＝4,236,000円 

⑵ 損金算入限度額 

3,000,700×50％＝1,500,350円  

  資本金の額が１億円以下であるが、大法人による完全支配関係あるため、定額控除限度額の適用なし 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝2,735,650円 

 



 

－ 101 － 

 

受験番号  

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その７） 

［試験研究費その１］ 

１．中 小（控除割合より、明らかに中小企業者等の特例が有利。） 

⑴ 当期試験研究費 

12,920,000＋11,480,000＋8,176,000＋2,520,000＋8,363,000＝43,459,000円 

⑵ 特別控除額 

① 支出基準額 

(⑴－2,700,000)×12％＝4,891,080円 ★ 

② 税額基準額 

43,476,264×25％＝10,869,066円 

③ ①＜②   ∴ 4,891,080円 

２．特 別 

⑴ 支出基準額 

2,700,000×30％＝810,000円 ★ 

⑵ 税額基準額 

43,476,264×５％＝2,173,813円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 810,000円 

３．増加等 

⑴ 増 加 

① 判 定(算式★) 

(イ) 当期試験研究費 

43,459,000円 

(ロ) 比較試験研究費 

17,495,000＋18,100,000＋23,220,000

３
＝19,605,000円 

(ハ) 増加試験研究費 

(イ)－(ロ)＝23,854,000円  

(ニ) 基準試験研究費 

18,100,000円＜23,220,000円  ∴ 23,220,000円 

(ホ) 判 定 

(ハ)＞(ロ)×５％  (イ)＞(ニ)  ∴ 適用あり 

② 特別控除額(算式★) 

(イ) 支出基準額 

23,854,000×※30％＝7,156,200円 

※ 
23,854,000

 19,605,000
≧30％  ∴ 30％ 

(ロ) 税額基準額 

43,476,264×10％＝4,347,626円 

円 

 (ハ) 判 定 

(イ)＞(ロ)×10％＝38,896,250円  ∴ 適用あり 



 

－ 102 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その８） 

［試験研究費その２］ 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

(43,459,000－38,896,250)×{(
43,459,000

 388,962,500
－10％)×0.2}＝10,704円 ★ 

(ロ) 税額基準額 

43,476,264×10％＝4,347,626円 

③ ①＜②  ∴ 10,704円 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 7,156,200円 

４．１．＋２．＋３．＝10,048,706円 

［その他］ 

１．所得税額 

2,000,000×0.2042＋114,862＝523,262円 

２．欠損金の当期控除額 

77,587,840－61,098,752＝16,489,088円＜202,285,322円  ∴ 16,489,088円 

３．警備装置設置費用 

⑴ 償却期間 

５×
７

10
＝3.5 → ３年＜５年  ３年  

⑵ 償却限度額 

480,000×
12

３×12
＝160,000円 

⑶ 償却超過額 

  0－160,000＝△160,000   

160,000円＜432,000円  ∴ 160,000円（認容） 

４．非常用食料品購入費用 

  備蓄時に事業の用に供したものとして、当期の損金算入  ∴ 適 正 ★ 

 



 

－ 103 － 

 

受験番号  

 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その９） 

［留保金課税］ 

１．判定 

  資本金の額が１億円以下であるが、大法人による完全支配関係あり、また、Ｂ社は被支配会社でない法

人に該当しない 

  100％＞50％  ∴ 特定同族会社に該当し、留保金課税の適用あり ★ 

２．留保金課税額 

⑴ 留保金額 

① 留保所得金額(算式★) 

185,796,234＋(16,489,088＋2,000,000＋950,000＋25,000,000＋9,771,775)－(2,735,650＋

100,000＋27,264,350＋523,262) 

＝209,383,835円 

② 法人税額(算式★) 

43,476,264－10,048,706－87,500－523,262＝32,813,796円 

③ 地方法人税額(算式★) 

43,476,264－10,048,706－87,500＝33,340,058 → 33,340,000円（千円未満切捨） 

  33,340,000×4.4％＝1,466,960円 

④ 住民税額(算式★) 

（43,476,264－10,048,706－87,500）×16.3％＝5,434,429円 

⑤ 留保金額 (①－10,000,000)－(②＋③＋④)＝159,668,650円 

⑵ 留保控除額(算式★) 

① 所得基準額 

｛185,796,234＋(16,489,088＋2,000,000＋950,000＋25,000,000＋9,771,775)}×40％＝96,002,838

円 

② 定額基準額 

20,000,000×
12

12
＝20,000,000円 

③ 積立金基準額 

20,000,000×25％－74,235,000＜0  ∴ 0 

④ ①～③のうち最大  ∴ 96,002,838円 

⑶ 課税留保金額 

⑴－⑵＝63,665,812 → 63,665,000円（千円未満切捨） 

⑷ 特別税額 

30,000,000×
12

12
×10％＋（63,665,000－30,000,000×

12

12
）×15％＝8,049,750円 

 

 




